
一級河川球磨川水系川辺川ダム建設事業に係る公聴会における

当日の運営上の留意事項等のお知らせ

令 和 ７ 年 ８ 月 1 8 日

不動産・建設経済局総務課

土 地 収 用 管 理 室

標記の公聴会は、土地収用法（昭和 26年法律第 219号）第 23条第１項の規定に基づき、当該事業

について事業の認定に関する処分を行う国土交通大臣が開催するもので、事業の認定の可否を判断する

に当たり勘案すべき情報を聴取、収集することを目的としています。

以下に、当日の運営上の留意事項を掲載します。また、参考として土地収用法及び土地収用法施行規

則（昭和26年建設省令第33号。以下当日の運営上の留意事項において「規則」という。）のうち公聴会に

関する条文の抜粋を掲載します。

【当日の運営上の留意事項】

■規則第 11 条の４第１項の規定に基づき、議長により公聴会が打ち切られた場合は、公述人は、当該打

切りの後において、意見の陳述等をすることはできません（規則第 11 条の４第３項）。公聴会を打ち切っ

た時は、公聴会が予定されていた期間中、公聴会の会場又はその付近の適当な場所に、次の事項を掲

示します（規則第 11条の４第２項）。

 ・公聴会を打ち切った旨

 ・意見の陳述等ができないこととなった公述人は、当該打切りの日の翌日から起算して７日以内に、議長

に対し、意見の陳述に代えて、書面により意見を提出することができる旨

■公聴会の打切りによって意見の陳述等ができないこととなった公述人のうち、書面により意見の提出を希

望される方は、郵送、ＦＡＸ、電子メール又は持参により、当該打切りの日の翌日から起算して７日以内

（郵送の場合、消印有効）に、当該書面を【問い合わせ先】に提出してください。なお、当該書面において、

起業者に対する質問を行うことはできません。

【問い合わせ先】

本公聴会に関するお問い合わせは、以下の部局にお願いします。

国土交通省不動産・建設経済局総務課土地収用管理室

住 所  ：〒100-8918 東京都千代田区霞が関２-１-３

電 話 ：03－5253－8111 （内線 24164）

Ｆ Ａ Ｘ  ：03－5253－8927

電子メールアドレス ：hqt-expr03@gxb.mlit.go.jp

開庁時間は、月曜日から金曜日（祝祭日を除く。）の9時30分～18時15分（12時～13時を除く。）

です。

なお、『人吉市カルチャーパレス』へのお問い合わせは、御遠慮ください。
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【参照条文】 

（公聴会関係部分抜粋） 

■土地収用法 

（公聴会） 

第二十三条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとする場合において、

当該事業の認定について利害関係を有する者から次条第二項の縦覧期間内に国土交通省令で定める

ところにより公聴会を開催すべき旨の請求があつたときその他必要があると認めるときは、公聴会を開いて

一般の意見を求めなければならない。 

２ 前項の規定による公聴会を開こうとするときは、起業者の名称、事業の種類及び起業地並びに公聴会

の期日及び場所を一般に公告しなければならない。 

３ 公聴会の手続に関して必要な事項は、国土交通省令で定める。 

 

■土地収用法施行規則 

第十条 公聴会は、事業の認定に関する処分を行う国土交通大臣若しくは都道府県知事又はその指名す

る職員が議長としてこれを主宰する。 

２ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の規定によりその職員を議長として指名したときは、第五条

から前条まで及び第十一条の三第一項に規定する国土交通大臣又は都道府県知事の権限を議長に行

わせることができる。 

３ 前項に規定する場合において、議長は、その氏名を記載し、かつ、その者の写真を貼付した証明書を、

当該公聴会の期間中、携帯しなければならない。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、公聴会の円滑な運営を確保するために必要と認める場合には、

その指名する職員（以下この条、第十一条の三及び第十一条の四において「議長補助者」という。）に第

十一条の三第二項及び第五項に規定する権限を行わせることができる。 

５ 議長補助者は、その権限を行使する場合においては、その氏名を記載し、かつ、その者の写真を貼付し

た証明書を携帯し、関係者から請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

６ 議長又は議長補助者は、必要があると認めるときは、国土交通大臣又は都道府県知事の委託を受け

た者にその職務の遂行を補助させることができる。 

 

第十一条 公聴会における発言は、議長の許可を得てしなければならない。 

２ 公述人（第八条第一項の規定による通知を受けた起業者又はその命じた職員若しくは代理人及び申出

書を提出した者をいう。以下同じ。）は、公聴会に出席し、議長が指示する時刻から公述時間（同項の規

定による通知に示された意見を述べることができる時間をいい、第四項の場合にあつては、同項の規定に

よる時間をいう。以下同じ。）内において意見を述べることができる。この場合において、その意見は、案件

の範囲及び申出書に記載した第七条第一項第三号の要旨の範囲を超えてはならない。 

３ 公述人のうち、その申出書に第七条第一項第四号に規定する事項を記載したものは、その公述時間内

において質問し、その答弁を聴くことができる。この場合において、その質問は、案件の範囲及び当該申出

書に記載した同号の要旨の範囲を超えてはならない。 

４ 議長は、前二項の規定にかかわらず、公述人が第八条第一項の規定による通知に示された意見を述

べることができる予定の開始時刻又は第二項の規定により議長が指示することとなるべき時刻のいずれ

か遅い時刻（以下この項において「予定開始時刻」という。）に遅れて公聴会に出席したときは、同条第一

項の規定による通知に示された意見を述べることができる時間から実質遅刻時間（予定開始時刻から当

該公述人が公聴会に出席した時刻までの時間をいう。次項において同じ。）を控除した時間を当該公述

人の意見を述べることができる時間とすることができる。 

５ 前項に規定する場合において、実質遅刻時間が第八条第一項の規定による通知に示された意見を述

べることができる時間を超えたときは、当該公述人は、第二項及び第三項の規定による意見の陳述及び

質問（以下「意見の陳述等」という。）をすることができない。 

６ 議長は、第二項及び第三項の場合において、公述人等（公述人及び第九条の規定により出席した者を

いう。以下同じ。）に対して質疑することができる。 
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第十一条の二 議長は、公述人等が、前条第二項及び第三項に規定する範囲を超え、若しくはその公述

時間以外の時間に発言した場合（同条第一項の許可を得て、及び同条第六項の規定による質疑に対す

る応答として発言する場合を除く。）又は不穏当な言動をした場合は、その発言を禁止することができる。 

２ 議長は、公聴会の秩序を維持するために必要があると認めるときは、著しく不穏当な言動をし、前項の

規定による禁止に従わず、又は国土交通大臣若しくは都道府県知事が公聴会の秩序を維持する見地か

ら定めた公述人等が遵守すべき事項に違反した公述人等を公聴会の会場から退場させることができる。 

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項に規定する公述人等が遵守すべき事項を定めた場合には、

次に掲げる措置をとらなければならない。 

一 速やかにインターネットを利用して公衆の閲覧に供すること。 

二 公聴会の期日において、その会場に掲示し、又は公述人等に配付すること。 

 

第十一条の三 国土交通大臣又は都道府県知事は、公聴会における秩序を維持するために必要があると

認めるときは、傍聴につき次に掲げる処置をとることができる。 

一 傍聴席に相応する数の傍聴券を発行し、その所持者に限り傍聴を許すこと。 

二 傍聴人の被服又は所持品を検査させ、危険物その他公聴会の会場において所持するのを相当でな

いと思料する物の持込みを禁じさせること。 

三 前号に規定する処置に従わない者及び公聴会において議長の職務の執行を妨げ又は不当の行状

をすることを疑うに足りる顕著な事情が認められる者の公聴会の会場への入場を禁ずること。 

２ 傍聴人は、公聴会の会場への入場又は退場に際し、議長又は議長補助者の指示に従わなければなら

ない。 

３ 傍聴人は、公聴会の会場において、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一 静粛を旨とし、喧騒にわたる行為をしないこと。 

二 国土交通大臣又は都道府県知事が公聴会の秩序を維持する見地から定めた傍聴人が遵守すべき

事項に従うこと。 

４ 前条第三項の規定は、国土交通大臣又は都道府県知事が前項第二号に規定する傍聴人が遵守すべ

き事項を定めた場合について準用する。この場合において、同条第三項第二号中「公述人等」とあるのは、

「公述人等及び傍聴人」と読み替えるものとする。 

５ 議長又は議長補助者は、第三項の規定に違反した傍聴人に対して、その行為の中止を命じ、又は公聴

会の会場から退場させることができる。 

６ 公述人等については、公述人にあつてはその公述時間、第九条の規定により出席した者にあつてはそ

の答弁をしなければならないこととなる公述人の公述時間を除き、傍聴人とみなして第一項（第一号を除

く。）から第三項まで及び前項の規定を適用する。 

 

第十一条の四 議長は、次のいずれかに該当すると認める場合においては、公聴会を打ち切ることができ

る。 

一 議長、議長補助者、第十条第六項の規定による委託を受けた者、公述人等若しくは傍聴人の身体

に危害が加えられ、又はその著しいおそれがあるとき。 

二 公聴会を開催する施設若しくはその設備が破壊され、損傷され、若しくはその使用を困難にする行

為がされ、又はその著しいおそれがあるとき。 

三 第十一条の二第二項又は前条第五項の規定による退場命令に従わない者が多数いることにより公

聴会の運営が困難となつたとき。 

２ 議長は、前項の規定により公聴会を打ち切つたときは、公聴会が予定されていた期間中、公聴会の会

場又はその付近の適当な場所に、次に掲げる事項を掲示しなければならない。 

一 前項の規定により公聴会を打ち切つた旨 

二 次項後段の規定により書面により意見を提出することができる旨 

３ 公述人は、第一項の規定により公聴会が打ち切られたときは、第十一条第二項及び第三項の規定にか

かわらず、当該打切りの後において意見の陳述等をすることができない。この場合において、意見の陳述

等ができないこととなつた公述人は、当該打切りの日の翌日から起算して七日以内に、議長に対し、意見

の陳述に代えて、その意見を書面により提出することができる。 

 


